


平成28年度幕別町水道事業会計決算審査意見 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

平成28年度幕別町水道事業会計決算 

２ 審査の期間 

平成29年７月19日から平成29年８月24日まで 

３ 審査の手続 

審査に付された決算報告書、財務諸表、事業報告書及び付属明細書について、関係法令

に準拠して作成され、当事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検

証するため、総勘定元帳その他の会計帳票及び関係証書類との照合等通常実施すべき審査

手続を実施したほか、必要と認めたその他の審査手続を実施した。 

なお、審査に当たっては、当事業が経済性を発揮し、公共の福祉を増進するように運営

されたかどうかを検討するため、事業の経営分析を行った。 

第２ 審査の結果 

審査に付された決算報告書、財務諸表、事業報告書及び付属明細書は、関係法令に準拠

して作成されており、当事業の当年度の経営成績及び当年度末現在の財政状態を適正に表

示しているものと認められた。 

審査の結果の詳細は、以下のとおりである。 

 



１ 事業の概要

(1) 決算規模

　当年度の業務実績は、経常収益は542,636,471円、前年度比78,223,471円（12.52％）の減と
なった。

　以上により、当年度純利益は22,393,118円となり、前年度未処分利益剰余金840,322,601円を
加えた当年度未処分利益剰余金は、951,366,206円となった。

　有収率は82.67％と、前年度より2.93ポイント低下している。また、施設利用率については
66.35％と、前年度より2.8ポイント上昇している。

296

１日平均給水量
(㎥)

6,330

施設利用率
(％)

61.46 61.97 61.93 61.66 63.55 66.35

１日１人平均給
水量 (㎥)

288 290 288 282 285

6,383 6,379 6,351 6,545

10,300

82.67

年間総有収水量
(㎥)

2,013,505

7,775 8,093

１日配水能力
　　　  (㎥)

10,300 10,300 10,300 10,300

有収率(％) 87.15 87.86 88.40 87.80 85.60

　経常費用は524,239,598円で、前年度比11,966,102円（2.23％）の減となった。経常費用の主
なものは、十勝中部広域水道企業団からの受水費163,716,138円（前年度比1.51％増）減価償却
費226,905,627円（同1.36％減）などである。

　普及率は86.61％で前年度比0.61ポイント上昇し、年間総給水量は2,494,321㎥（前年度比
4.40％増）、１日平均給水量は6,834㎥、年間総有収水量は2,062,105㎥（同0.84％増）となって
いる。

区　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

年間総給水量
 (㎥)

2,310,436 2,329,643 2,328,348 2,317,985

2,062,105

86.00

2,046,924 2,058,209 2,035,192 2,044,987

86.61

9,967

給水計画人口 26,600

2,389,101 2,494,321

普及率(％) 82.14 82.81 83.18 84.48

給水戸数 9,011 9,129

(注)　１　普及率＝給水人口／給水計画人口×100
　　　２　有収率＝年間総有収水量／年間総給水量×100
　　　３　施設利用率＝１日平均給水量／１日配水能力×100

平成27年度 平成28年度

23,038

26,600

給水人口 21,848 22,027 22,127 22,473 22,875

9,256 9,373 9,626

26,600 26,600 26,600 26,600

１日最大給水量
(㎥)

7,581 7,680 7,592 7,375

6,834

10,300
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２ 予算執行状況

(1) 収益的収入及び支出

（収益的収入）

（収益的支出）

合　　計（経常費用） 524,239,598 100.0 536,205,700 -11,966,102 -2.2

その他特別損失 0 0.0 1,297,700 -1,297,700 0.0

　特別損失 0 0.0 1,297,700 -1,297,700 0.0

雑 支 出 4,410 0.0 700 3,710 530.0

支払利息 51,212,661 9.8 55,305,725 -4,093,064 -7.4

　営業外費用 51,217,071 9.8 55,306,425 -4,089,354 -7.4

資産減耗費 6,054,039 1.2 11,392,044 -5,338,005 -46.9

減価償却費 226,905,627 43.3 230,043,476 -3,137,849 -1.4

総 係 費 46,217,176 8.8 46,813,809 -596,633 -1.3

配水及び給水費 30,129,547 5.7 30,070,320 59,227 0.2

原水及び浄水費 163,716,138 31.2 161,281,926 2,434,212 1.5

　営業費用 473,022,527 90.2 479,601,575 -6,579,048 -1.4

区　　分
平成28年度

平成27年度 増減額 増減率(％)
構成比

合　　計（経常収益） 546,632,716 100.0 624,856,187 -78,223,471 -12.5

雑 収 入 22,010,142 3.5 21,525,151 484,991 2.3

消費税還付金 4,800 0.0 33,200 -28,400 -85.5

長期前受金戻入 74,203,676 13.6 75,066,329 -862,653 -1.1

他会計補助金 0 0.0 81,629,000 -81,629,000 0.0

受取利息 26,629 0.0 171,093 -144,464 -84.4

　営業外収益 96,245,247 17.1 178,424,773 -82,179,526 -46.1

その他の営業収益 5,009,092 0.9 4,949,331 59,761 1.2

給水収益 445,378,377 70.6 441,482,083 3,896,294 0.9

　営業収益 450,387,469 71.5 446,431,414 3,956,055 0.9

　決算規模を前年度と比較すると、以下のとおりである。

区　　分
平成28年度

平成27年度 増減額 増減率(％)
構成比
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(2) 資本的収入及び支出

（資本的収入）

（資本的支出）

（※税抜き）

(3) その他の予算事項

ア 議会議決を経なければ流用することの出来ない経費

イ 他会計からの補助金

ウ たな卸資産購入限度額

　支出合計は411,507,872円で、前年度と比較すると111,739,666円（21.4％）の減となってい
る。

　なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額406,561,472円は、過年度分損益勘定
留保資金247,805,482円及び当年度分損益勘定留保資金158,755,990円によって補填されている。

　議会の議決を経なければ流用することのできない経費は、職員給与費であるが、流用は
なく予算の範囲内で執行されている。

　当年度のたな卸資産購入額は、1,754,848円で、予算に定められた購入限度額2,805,000
円の範囲内で執行されている。

　高料金対策補助の対象外となったため、一般会計からの補助金はなくなっている。

　収入合計は4,946,400円で、前年度と比較すると117,390,500円（96.0％）の減となっている。

　地方公営企業法施行令第17条に規定する予算に係る事項の執行状況は、次のとおりである。

合　　計 411,507,872 100.0 523,247,538 -111,739,666 -21.4

　国庫補助金返還金 0 0.0 209,802 -209,802 0.0

　企業債償還金 158,040,531 38.4 155,574,446 2,466,085 1.6

営業設備費 51,492,866 12.5 25,372,995 26,119,871 102.9

配水管整備費 201,974,475 49.1 342,090,295 -140,115,820 -41.0

　建設改良費 253,467,341 61.6 367,463,290 -113,995,949 -31.0

区　　分
平成28年度

平成27年度 増減額 増減率(％)
構成比

合　　計 4,946,400 100.0 122,336,900 -117,390,500 -96.0

　固定資産売却 0 0.0 0 0 0.0

　負 担 金 4,946,400 100.0 26,535,600 -21,589,200 -81.4

　補 助 金 0 0.0 45,349,000 -45,349,000 0.0

　出 資 金 0 0.0 50,452,300 -50,452,300 0.0

区　　分
平成28年度

平成27年度 増減額 増減率(％)
構成比
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３ 経営成績

　当年度の経営成績を前年度と対比して示すと、次頁の損益計算書のとおりである。なお、経営
成績及び主要な利益指標の推移をみると、次のとおりである。

　総収益は前年度より12.5％減少、総費用も2.2％減少し、当年度未処分利益剰余金は前年度比
2.4％増加している。

0.088総資本利益率 0.452 0.329 0.306 0.470 0.341

104.3

営業収支比率 102.1 97.4 103.8 93.1 93.1 95.2

951,366,206

前年度繰越利益剰余金
(前年度繰越欠損金) -963,376,533

総収支比率 121.0 114.7 114.5 116.5 116.5

当年度未処分利益剰余金
(当年度未処理欠損金) -843,478,346 -755,481,131 -673,722,669 840,322,601 928,973,088

当年度純利益
(当年度純損失) 119,898,187 87,997,215 81,758,462 88,650,487

928,973,088

479,601,575

-843,478,346 -755,481,131 -673,722,669 840,322,601

473,022,527

524,239,598

うち営業収益 510,689,704

88,650,487 22,393,118

うち営業費用 500,039,207 531,720,329 502,037,371 479,601,575

総費用 570,506,951 599,087,329 565,728,319 536,205,700 536,205,700

518,117,968 521,143,998 446,431,414 446,431,414

平成27年度 平成28年度

546,632,716

450,387,469

総収益 690,405,138 687,084,544 647,486,781 624,856,187 624,856,187

区　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

(注)１　経営比率については、営業収益･費用のうち受託工事に係る収益・費用を除いて算出している。
　　２　総資本利益率＝純利益÷(期首負債資本＋期末負債資本)×1/2
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（損益計算書）

(1) 営業収益及び営業費用

　営業収益の構成をみると、その98.9％が給水収益であるが、給水収益は、前年度に比べ
3,896,294円（0.9％）増加している。

　一方、営業費用の構成を前年度と比較してみると次表のとおりで、原水及び浄水費・配水及び
給水費で増加しているがその他の経費で減少しており、全体で1.4％減少する結果となってい
る。

　営業収益は450,378,469円で、前年度に比べ3,956,055円（0.9％）増加した、営業費用は
473,022,527円で、前年度に比べ6,579,048円（1.4％）減少しており、この結果、営業損失は
22,635,058円となった。

当年度未処分利益剰余金 951,366,206 840,322,601

その他の未処分利益剰余金変動額 0 1,390,577,940

前年度未処分利益剰余金 928,973,088 -673,722,669

当年度純損失（純利益） 22,393,118 123,467,330

特別損失 0 -3,971,588

経常利益 22,393,118 89,914,987 -67,521,869

雑 支 出 4,410 51,217,071 700 55,306,425 -4,089,354

支払利息 51,212,661 55,305,725

178,391,573 -82,146,326

　営業外費用

消費税還付金 4,800 0

雑 収 入 22,010,142 96,245,247 21,525,151

長期前受金 74,203,676 75,066,329

他会計補助金 0 81,629,000

受取利息 26,629 171,093

　営業外収益

営業利益(営業損失) -22,635,058 -33,170,161 10,535,103

資産減耗費 6,054,039 473,022,527 11,392,044 479,601,575 -6,579,048

減価償却費 226,905,627 230,043,476

総 係 費 46,217,176 46,813,809

配水及び給水費 30,129,547 30,070,320

原水及び浄水費 163,716,138 161,281,926

　営業費用

その他の営業収益 5,009,092 450,387,469 4,949,331 446,431,414 3,956,055

給水収益 445,378,377 441,482,083

　営業収益

区　　分 平成28年度 平成27年度 増減額
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構成比 構成比

34.6 33.6

34.6 33.6

6.4 6.3

41.0 39.9

9.7 9.8

48.0 48.0

1.3 3.5

60.1 61.2

101.1 101.1

構成比 構成比

5.4 5.3

0.2 0.2

0.1 0.1

48.0 48.0

34.6 33.6

11.7 12.8

100.0 100.0

(注)人件費は、給料、手当、法定福利費の合計額。

(2) 営業外収益及び営業外費用

(3) 剰余金計算

　剰余金の当年度中の増減状況は次のとおりで、利益剰余金については、当年度は発生のみで処
分はない。

　次に、営業費用を性質別にみると次表のとおりで、動力費が7.5％・薬品費が23.2%、受水費が
1.5％増加しているが、減価償却費が1.4％、その他営業費用が10.1％減少している。

　なお、当年度欠損金についての処理額はない。

工事負担金 0 0 0 0 0

国庫補助金 0 0 0 0 0

他会計補助金 0 0 0 0 0

受贈財産評価額 223,869,510 0 0 0 223,869,510

　資本剰余金 223,869,510 0 0 0 223,869,510

発生高 処分額 残　高

　利益剰余金（未処分欠損金） 928,973,088 0 22,393,118 0 951,366,206

　営業外収益が前年度に比べ82,146,326円減少し、営業外費用は4,089,354円減少している。

　営業外費用は、その約100.0％が支払利息であるが、その全額が企業債利息である。利息支払
額は、総費用の9.8％を占めており、前年度に比べ減少している。

区　　分
平成27年度 平成28年度

残　高 処分額

その他営業費用 55,352,034 61,556,940 -6,204,906 -10.1

合　　計 473,022,527 479,601,575 -6,579,048 -1.4

減価償却費 226,905,627 230,043,476 -3,137,849 -1.4

受 水 費 163,716,138 161,281,926 2,434,212 1.5

動 力 費 1,129,488 1,050,875 78,613 7.5

薬 品 費 232,000 188,320 43,680 23.2

金　額

人 件 費 25,687,240 25,480,038 207,202 0.8

区　　分
平成28年度 平成27年度

増減額 増減率(％)
金　額

合　　計 473,022,527 479,601,575 -6,579,048 -1.4

資産減耗費 6,054,039 11,392,044 -5,338,005 -46.9

小　　計 279,176,842 288,249,329 -9,072,487 -3.1

総 係 費 46,217,176 46,813,809 -596,633 -1.3

減価償却費 226,905,627 230,043,476 -3,137,849 -1.4

配水及び給水費 30,129,547 30,070,320 59,227 0.2

小　　計 193,845,685 191,352,246 2,493,439 1.3

原水及び浄水費 163,716,138 161,281,926 2,434,212 1.5

うち受水費 163,716,138 161,281,926 2,434,212 1.5

区　　分
平成28年度 平成27年度

増減額 増減率(％)
金　額 金　額
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(4) 原価計算

（有収水量１㎥当たり）

　有収水量１㎥当たりの収益及び費用の推移をみると、次表のとおりで、単位当たり経常利益
は、前年度に比べ32.5円減少している。

　また、供給単価から給水原価を差し引いた単位当たり給水利益では、前年度の-9.0円から-2.2
円と増加している。

99.0充足率　(％) 88.3 85.4 91.0 102.2 96.0

218.2

給水利益 -33.1 -42.8 -24.8 5.3 -9.0 -2.2

給水原価 283.3 292.7 274.9 238.9 224.9

10.9

供給単価 250.2 249.9 250.1 244.2 215.9 216.0

経常利益
(経常損失) 59.5 43.0 39.7 43.6 43.4

265.1

経常費用 283.3 292.7 274.9 263.5 262.2 254.2

経常収益 342.9 335.7 314.6 307.0 305.6

22,393,118

区　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

経常利益 119,898,187 87,997,215 81,758,462 88,650,487 88,650,487

546,632,716
経常費用
　（総費用） 570,506,951 599,087,329 565,728,319 536,205,700 536,205,700 524,239,598

経常収益
　（総収益） 690,405,138 687,084,544 647,486,781 624,856,187 624,856,187

区　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(注)１　供給単価＝給水収益／年間総有収水量
　　２　給水原価＝(経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯工事費))／年間総有収水量
　　３　充足率＝供給単価／給水原価×100
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４ 財政状態

（企業債の未償還残高）

4.5 4.4 4.1 3.5 2.0 2.0

85.3 83.3 82.2

　固定資産が27,877,675円増加したが、流動資産は229,968,354円減少し、資産総額は
202,090,679円（3.1％）減少している。

221.4229.9 222.9

348.7

74.7 69.6 63.9

　企業債の未償還残高をみると、次のとおり、158,040,531円、7.1％減少している。なお、平成
25年度より内部留保資金で対応したため、企業債を発行していないものである。

-158,040,531増　減　額 -105,637,169 -107,561,824 -146,288,777 -151,041,035 -155,574,446

158,040,531

未償還残高 2,779,408,679 2,671,846,855 2,525,558,078 2,374,517,043 2,218,942,597 2,060,902,066

償　還　額 125,837,169 134,561,824 146,288,777 151,041,035 155,574,446

443.6

　負債及び資本では、剰余金が29,753,118円増加したが、固定負債が156,518,889円減少し、こ
の結果、負債比率は151.5％と、前年度比11.2ポイント低下した。

　財政状態の詳細は、以下のとおりである。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度区　分

流動比率(％)

負債比率(％)

平成28年度

発　行　額 20,200,000 27,000,000 0 0 0 0

0.00

区　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

固定資産対長期資
本比率 (％)

　当年度末の財政状態を前年度末と対比して示すと、次頁の貸借対照表のとおりである。

　有形固定資産は、当年度に27,877,675円（0.5％）増加している。また、固定資産対長期資本
比率は221.4％と、前年度比で1.5ポイント低下している。

　流動資産は、229,968,354円（23.4％）減少している。このうち未収金が、前年度比
176,257,701円（56.7％）減少している。

178.7 162.7 151.5

1,633.3 1,398.0 2,028.6 515.5

未収金回転率(回)

貯蔵品回転率(回)

(注)　流動比率＝流動資産／流動負債×100
　　　負債比率＝(負債＋借入資本金)／(自己資本金＋剰余金)
　　　固定資産対長期資本比率＝固定資産／(資本金＋剰余金＋固定負債)
　　　未収金回転率＝(営業収益－受託工事収益)／(期首未収金＋期末未収金)×1/2
　　　貯蔵品回転率＝(期首貯蔵品＋当年度購入貯蔵品－期末貯蔵品)／(期首貯蔵品＋期末貯蔵品)×1/2
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（貸借対照表）

　固定負債合計 1,904,383,177 2,060,902,066 -156,518,889

企 業 債 1,904,383,177 2,060,902,066 -156,518,889

　固定負債

（負債の部）

資産合計 6,275,844,086 6,477,934,765 -202,090,679

　流動資産合計 751,654,555 981,622,909 -229,968,354

貯 蔵 品 0 0 0

貸倒引当金 -1,441,000 -881,208 -559,792

未 収 金 134,821,721 311,079,422 -176,257,701

現金預金 618,273,834 671,424,695 -53,150,861

　流動資産

　固定資産合計 5,524,189,531 5,496,311,856 27,877,675

　無形固定資産合計 0 0 0

　水 利 権 0 0 0

無形固定資産

　有形固定資産合計 5,524,189,531 5,496,311,856 27,877,675

　建設仮勘定 11,930,021 145,817,106 -133,887,085

　　減価償却累計額 6,728,400 747,600 6,728,400 747,600 0

　車両及び運搬具 7,476,000 7,476,000

　　減価償却累計額 829,715,094 378,259,877 831,606,480 374,553,434 3,706,443

　機械及び装置 1,207,974,971 1,206,159,914

　　減価償却累計額 3,904,095,750 4,692,842,129 3,740,267,359 4,522,553,609 170,288,520

　構 築 物 8,596,937,879 8,262,820,968

　　減価償却累計額 235,499,136 426,159,704 223,268,933 438,389,907 -12,230,203

　建　　物 661,658,840 661,658,840

　土　　地 14,250,200 14,250,200 0

有形固定資産

　固定資産

区　　分 平成28年度 平成27年度 増減額

（資産の部）
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　資本剰余金合計 223,869,510 216,499,510 7,370,000

　受贈財産評価額 223,869,510 216,499,510 7,370,000

　工事負担金 0 0 0

　国庫補助金 0 0 0

　他会計補助金 0 0 0

資本剰余金

　剰 余 金

　　資本金合計 1,299,237,333 1,299,237,333 0

自己資本金 1,299,237,333 1,299,237,333 0

　資 本 金

（資本の部）

　　　 負債合計 3,780,371,037 4,012,224,834 -231,853,797

　　繰延収益合計 1,660,414,382 1,730,040,546 -69,626,164

　建設仮勘定 4,946,400 0 4,946,400

　収益化累計額 -697,966,425 -670,248,904 -27,717,521

　受贈財産評価額 1,209,277,938 1,209,423,606 -145,668

　収益化累計額 -284,740,235 -266,619,750 -18,120,485

　工事負担金 741,475,379 743,458,994 -1,983,615

　収益化累計額 -494,735,527 -471,184,487 -23,551,040

　国庫補助金 1,126,330,884 1,126,416,183 -85,299

　収益化累計額 -165,864,652 -163,747,601 -2,117,051

　他会計補助金 221,690,620 222,542,505 -851,885

長期前受金

　繰延収益

　流動負債合計 215,573,478 221,282,222 -5,708,744

その他流動負債 38,262,009 38,942,446 -680,437

引 当 金 2,021,436 1,978,667 42,769

前 受 金 0 0 0

未 払 金 18,771,144 22,320,578 -3,549,434

企 業 債 156,518,889 158,040,531 -1,521,642

区　　分 平成28年度 平成27年度 増減額

　流動負債

10 



（上段は収入未済額、下段は収納率）

む す び

　当年度の不納欠損処理は19件、695,856円で、前年度比7件（58.3％)の増、金額では1,575,015
円（69.4％）減少している。

　漏水調査の結果、漏水９箇所を修理したが、有収率は82.67％と前年度比2.92ポイント低下し
ている。今後も漏水調査の継続や老朽管の敷設替を計画的に行うなど有収率向上に努力された
い。
　水道使用料の未収金について、平成27年度は減少したが、当年度若干増加した、引き続き利用
者の理解を求める取り組みを強化し、現年の収納率の向上と滞納繰越額の削減に努められたい。

　平成26年度の地方公営企業会計基準の改定等により、当該年度純利益が22,393千円となり、当
年度未処分利益剰余金が951,366千円となった。今後も経営の効率化・コストの縮減を図るとと
もに、施設の維持管理に万全をつくし災害等にも対応できるよう努力されたい。

111,023,258

81.8 81.8 81.9 81.4 81.2 81.1
計

114,809,570 117,826,609 118,611,128 121,755,555 109,876,560

32,964,781

75.0 73.8 72.8 71.2 70.9 69.4
滞納繰越分

26,329,141 28,899,451 31,393,223 34,113,204 32,458,513

78,058,477

83.3 83.5 83.9 83.6 83.8 83.8
現年度分

88,480,429 88,927,158 87,217,905 87,642,351 77,418,047

区　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

　次に、水道使用料の未収金の推移を、現年度分と滞納繰越分とに区分して示すと、次表のとお
りである。

負債資本合計 6,275,844,086 6,477,934,765 -202,090,679

　　資本合計 2,495,473,049 2,465,709,931 29,763,118

　　剰余金合計 1,196,235,716 1,166,472,598 29,763,118

　当年度未処理欠損金 0 0 0

欠損金

　利益剰余金合計 972,366,206 949,973,088 22,393,118

   当年度末未処分利益剰余金 951,366,206 928,973,088 22,393,118

　建設改良積立金 7,000,000 7,000,000 0

　利益積立金 0 0 0

　減債積立金 14,000,000 14,000,000 0

区　　分 平成28年度 平成27年度 増減額

利益剰余金

　水道使用料未収金は、前年度末に比して1,146,698円（1.0％)増加している。現年度分は
640,430円（0.82％）増加し、滞納繰越分で506,268円（1.56%）増加している。収納率は、現年
度分が0.03ポイント減少し、滞納繰越分は1.53ポイント低下、合計では0.1ポイント低下してい
る。
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